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中央環境審議会におけるこれまでの議論について 

（平成１３年１月以降の主な答申等の一覧） 
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 地球環境部会 廃棄物・リサイクル部会  

中長期展望 ○今後の国際環境協力の在り方について（17 年 7 月） 

○気候変動問題に関する今後の国際的な対応の基本的な

考え方について（中間とりまとめ）（16 年 1 月） 

 

○国際的な循環型社会の形成に向けた我が国の取組について

（18 年 2 月） 

制 度 の 創

設、改正等 

○京都議定書の締結に向けた国内制度の在り方に関する

答申（14 年 1 月） 

○地球温暖化対策としての二酸化炭素海底下地層貯留の

利用とその海洋環境への影響防止の在り方について（19

年 2 月） 

○我が国における温暖化対策税制について（中間報告）

（14 年 6 月） 

○フロン回収破壊法の施行に向けた考え方（14 年 6 月、13

年 11 月） 

○今後のフロン類等の排出抑制対策の在り方について（18

年 1 月） 

○今後の廃棄物の海洋投入処分等の在り方について（15

年 12 月） 

○今後の廃棄物・リサイクル制度の在り方について（14 年 11 月） 

○使用済自動車の再資源化等に関する法律案について（14 年 3

月） 

○循環型社会の形成に向けた市町村による一般廃棄物処理の在

り方について（17 年 2 月） 

○今後の容器包装リサイクル制度の在り方について（18 年 2 月） 

○食品リサイクル制度の見直しについて（19 年 2 月） 

個別 法等 に

基づく計画等 

○地球温暖化対策推進大綱の評価・見直しを踏まえた新 

たな地球温暖化対策の方向性について（17 年 3 月） 

 

 

○今後の浄化槽の在り方に関する「浄化槽ビジョン」について（19

年 1 月） 

技 術 基 準 、

地域指定等 
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 循環型社会計画部会 自然環境部会 

中長期展望 ○循環型社会形成推進基本計画について（15 年 3 月） 

○循環型社会形成推進基本計画の進捗状況の点検結果

について（第１回 17 年 2 月、第２回 18 年 2 月、第３回 19

年 2 月） 

 

○生物多様性国家戦略の見直しについて（野生生物合同部会）

（14 年 3 月） 

○新・生物多様性国家戦略の実施状況の点検結果について（第１

回 15 年 9 月、第２回 16 年 9 月、第３回 17 年 10 月、第４回 19

年 1 月） 

制 度 の 創

設、改正等 

 

 

 

 

 

 

○自然公園のあり方に関する中間答申（14 年 1 月） 

○温泉事業者による表示の在り方等について（17 年 2 月） 

○温泉資源の保護対策及び温泉の成分に係る情報提供の在り方

等について（19 年 2 月） 

 

個別 法等 に

基づく計画等 

 

 

 

 

技 術 基 準 、

地域指定等 
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 野生生物部会 動物愛護部会 

中長期展望   

制 度 の 創

設、改正等 

○鳥獣の保護及び狩猟に関する当面の措置について（14 年 1

月） 

○バイオセーフティに関するカルタヘナ議定書に対応した国内

措置のあり方について（14 年 9 月） 

○環境衛生の維持に重大な支障を及ぼすおそれのある鳥獣又

は他の法令により捕獲等について適切な保護管理がなされ

ている鳥獣の指定等について（14 年 9 月） 

○移入種に関する措置の在り方について（15 年 12 月） 

○鳥獣の保護及び狩猟の適正化につき講ずべき措置につい

て（18 年 2 月） 

○狩猟鳥獣の捕獲等について（18 年 12 月） 

○動物の愛護及び管理に関する法律の一部を改正する法律

の施行等の在り方について（17 年 12、18 年 3 月、10 月） 

・動物の愛護及び管理に関する施策を総合的に推進するた

めの基本的な指針 

・動物の飼養及び保管に関しよるべき基準 

 

個別 法等 に

基づく計画等 

○特定外来生物被害防止基本方針（16 年 9 月） 

○鳥獣の保護を図るための事業を実施するための基本的な指

針について（18 年 12 月） 

○家庭動物等の飼養及び保管に関する基準（14 年 3 月） 

○展示動物の飼養及び保管に関する基準の見直し（16 年 3

月） 

技 術 基 準 、

地域指定等 

○国際希少野生動植物種の追加及び削除について（16 年 12

月） 

○保護増殖事業計画の策定について（オジロワシ、オオワシ

（17 年 6 月）、ヤシャゲンゴロウ（17 年 9 月）、アカガシラカラス

バト及びアホウドリ（18 年 5 月）） 

○国指定鳥獣保護区の指定等（仏沼、蕪栗沼・周辺水田（17 

年 6 月）、野付半島・野付湾ほか５地区（17 年 9 月）、仙台 

海浜及び屋我地（18 年 10 月）） 

○生息地保護区等の指定について（善王寺長岡アベサンショ

ウウオ）（18 年 5 月） 
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 大気環境部会、騒音振動部会 水環境部会、瀬戸内海部会、土壌農薬部会等 

中長期展望   

制 度 の 創

設、改正等 

○揮発性有機化合物（VOC）の排出抑制のあり方につい

て（16 年 2 月） 

○揮発性有機化合物（VOC）の排出抑制制度の実施に

当たって必要な事項について（17 年 4 月） 

○今後の土壌環境保全対策の在り方につい（14 年 1 月） 

○湖沼環境保全制度の在り方について（17 年 1 月） 

 

個別 法等 に

基づく計画等 

 ○第６次水質総量規制の在り方について（17 年 5 月） 

技 術 基 準 、

地域指定等 

○今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について（第

五次 14 年 4 月、第六次 15 年 6 月、第七次 15 年 7 月、

第八次 17 年 4 月） 

○今後の有害大気汚染物質対策のあり方について（第七

次 15 年 7 月、第八次 18 年 11 月） 

○ダイオキシン類の測定における簡易測定法導入のあり

方について（16 年 11 月） 

○東京湾、伊勢湾及び大阪湾の一部の全窒素及び全燐に係る環境基準

の暫定目標の見直しについて（13 年 12 月） 

○水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の水域類型の指定

の見直しについて（14 年 5 月） 

○ダイオキシン類対策特別措置法に基づく水質の汚濁のうち水底の底質

の汚染に係る環境基準の設定等について（14 年 6 月） 

○土壌汚染対策法に係る技術的事項について（14 年 9 月） 

○水質汚濁に係る生活環境の保全に関する環境基準の水域類型の指定

の見直しについて（15 年 2 月） 

○瀬戸内海の一部の全窒素及び全燐に係る環境基準の暫定目標の見直

しについて（15 年 2 月） 

○水生生物の保全に係る水質環境基準の設定について（15 年 9 月） 

○水質汚濁に係る人の健康の保護に関する環境基準等の見直しについ

て（第１次）（16 年 2 月） 

○水生生物の保全に係る水質環境基準の類型指定について（18 年 4 月） 

○水生生物保全に係る排水規制等の在り方について（18 年 4 月） 

○水質に係る化学的酸素要求量、窒素含有量及び燐含有量の総量規制

基準の設定方法について（18 年 7 月） 

○有明海・八代海総合調査評価委員会報告（18 年 12 月） 
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 環境保健部会、石綿健康被害判定部会 総合政策部会 

中長期展望  ○環境と経済の好循環ビジョン～健やかで美しく豊かな環境先進国へ

向けて（16 年 5 月） 

○（第三次）環境基本計画（18 年 3 月） 

 

 

制 度 の 創

設、改正等 

○今後の化学物質の審査及び規制の在り方について（15

年 2 月） 

○化学物質排出把握管理促進法の施行の状況及び今後

の課題について（審議中） 

 

○環境保全活動の活性化方策について（中間答申）（14 年 12 月） 

○我が国における温暖化対策税制について（中間報告）（14 年 6 月） 

○環境に配慮した事業活動の促進方策の在り方について（平成 16 年 2

月） 

○環境税の経済分析等について（17 年 9 月） 

○環境研究・環境技術開発の推進戦略について（18 年 3 月） 

 

個別 法等 に

基づく計画等 

 

 

 

 

 

 

 

技 術 基 準 、

地域指定等 

○石綿による健康被害の救済における指定疾病に係る医 

学的判定に関する考え方について（18 年 3 月） 

○石綿による健康被害の救済に関する法律第 37 条第３

項及び第 48 条第１項の規定に基づく政令の制定につ

いて（18 年 12 月） 

 

 

 



 6 

 
 その他の主な研究会等 

○環境と経済活動に関する懇談会（15 年 6 月） 

○エコツーリズム推進会議（16 年 6 月） 

○環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する基本

方針の作成に向けた懇談会（16 年 9 月） 

○環境基本問題懇談会（17 年 6 月） 

○京都議定書に基づく国別登録簿制度の在り方に関する検討会（17 年

11 月） 

○新・生物多様性国家戦略の見直しに関する懇談会（18 年以降継続中） 

○小児の環境保健に関する懇談会（18 年 6 月）（小児環境リスク評価の方

向性について） 

○環境と金融に関する懇談会（18 年 7 月） 

○「水俣病問題に係る懇談会」提言書（18 年 9 月） 

○地球温暖化対策とまちづくりに関する検討会（19 年 2 月） 

○国立・国定公園の指定及び管理運営に関する検討会（19 年 3 月公表

予定） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


